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第１ はじめに 

 

 1987 年フィリピン憲法では、公益事業(Public 

Utility)を運営する権限は、フィリピン国民、または

フィリピンの法律に基づいて組織され、その資本

の 60％以上を当該国民が所有する企業または団体

にのみ付与されると規定されています。 

公 共 サ ー ビ ス 法 (Public Service Act 、

Commonwealth Act (C.A.) No. 46、以下「公共サービ

ス法」)では、公共サービスの運営に認可や証明書

（Certificate of Public Convenience 及び Franchise）

が必要な公共サービスを列挙しており、電気、ガ

ス、水道、交通、電話、電信の各サービスの運営な

ど、広範な事業がこれにあたるとされていました。

そして、これらの公共サービス（Public Services）が公益事業（Public Utilities）であると解釈

されていたことにより、広範な事業が外資規制の対象とされていました。 

ドゥテルテ大統領は、2022 年 3 月 21 日、公共サービス法改正法案に署名し、同日、改正

公共サービス法が成立しました(The Public Service Act, as amended、R.A. 11659)（以下「改正

公共サービス法」）。フィリピン政府は、経済を改善し、フィリピンの消費者により良い公

共サービスの選択肢を提供するため、公共サービス法を改正し、公益事業の定義を明確化し、

外資規制の対象となる公共サービスの範囲を限定し、完全外資のビジネス産業を開くことが

できるようにしました。 

改正についての主な改正点は以下の通りです。 

 

第２ 主な改正点の概要 

 

① 公益事業（Public Utility）の定義の明確化 

 

改正公共サービス法では、公益事業（Public Utility）の定義が明確に規定されました。そし

て、同法はいかなる法律でも、公共サービスのうち公益事業に分類されないものについては、

国籍要件（外資規制）が課されないものとされました。 

 

下表は、フィリピン国民およびフィリピン人が 60％以上を所有する企業のみが運営でき

る公共サービスの一覧です。左側が従前から規定されている公共サービスの一覧、右側が今

回新たに規定された公益事業の一覧となっています。 
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公共サービス（Public Service） 

（公共サービス法第１3 条） 

公益事業（Public Utility） 

(改正公共サービス法第 13 条(d)) 

・コモンキャリア、鉄道、道路鉄道、

牽引鉄道、サブウェイ自動車、あらゆ

るクラスの貨物または運搬サービス 

・エクスプレスサービス、蒸気船また

は蒸気船ライン、ポンティン、フェリ

ー、および水上クラフト、乗客または

貨物の輸送業 

・造船所、海洋鉄道、海上修理工場 

・倉庫業、埠頭またはドック 

・製氷工場、氷蓄熱工場 

・運河、灌漑システム 

・ガス、電灯・熱供給・電力供給、石

油 

・下水道システム 

・有線または無線通信システム、有線

または無線放送局 

・その他類似の公共サービス 

・電力流通 

・送電 

・石油・石油製品パイプライン輸送シス

テム 

・上水道パイプライン配水システムおよ

び下水道パイプラインシステム 下水道

パイプラインシステム 

・海港 

・公共事業用車両  

 

この改正により、外国人はフィリピンの通信会社、運輸会社、内航海運会社、鉄道、地下鉄

などを完全に所有することができるようになりました。 

ただし、バス、UVエクスプレス、タクシー、ジプニーなどの公益事業用車両（PUV：Public 

Utility Vehicles）は、公益事業（Public Utility）として分類されています。しかし、同法では、

交通ネットワーク企業（TNC：Transport Network Corporations）と認定され、運行されている

交通車両は、公益事業用車両とみなさないことを明示しています。TNCとは、Grab タクシー

のようなオンラインを利用した交通サービスやライドヘイリングサービスを提供する企業で

す。 

② 大統領による公益事業（Public Utility）の分類勧告 

 

改正公共サービス法では、国家経済開発庁（NEDA: National Economic and Development 

Authority）の勧告を受け、以下の基準に基づいて、大統領が公共サービス（Public Service）

を公益事業（Public Utility）に分類することを議会に勧告する権限が与えられています。 

- 個人または法人が、ネットワークを通じて、公共性の高い商品またはサービスを定

期的に供給し、公衆に送信・配布していること 

- その商品またはサービスが自然独占であり、公共の利益のために規制される必要が

あること 

- 商品またはサービスが、生計の維持に必要なものであること 
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- 公衆の要求に応じて適切なサービスが提供される必要があること 

 

③ 重要インフラ（Critical Infrastructure）に関する規定 

 

重要インフラ（Critical Infrastructure）とは、物理的なものか仮想的なものかを問わず、フ

ィリピンにとって極めて重要なシステムや資産を所有、使用、運用する公共サービス

（Public Service）のことで、そのようなシステムや資産の機能不全や破壊が国家の安全

保障に有害な影響を与えるような、フィリピン大統領令で定める電気通信を含む重要な

公共サービス（Public Service）とされています。 

 

外国人は、相互主義を定めている国の者でない限り、重要インフラ（Critical Infrastructure）

の運用・管理に携わる事業体の資本の 50%以上を所有することはできないこととされま

した。 

 

④ 外国政府または外国国有企業の投資制限 

 

外国政府または外国国有企業に支配され、またはそのために行動する企業は、公共事業

または重要インフラ（Critical Infrastructure）に分類される公共サービス（Public Service）

の資本を所有することができなくなります。 

 

⑤ その他の修正 

- 公共サービス法に基づいて発行された認証は、保有者が独立評価チームによる年次

業務監査に 3 年連続で不合格となった場合、停止または取り消される可能性があり

ます。 

- 災害時に人的、物的、経済的、環境的損失が拡大しないよう、行政機関が緊急に使

用、提供、または提供するよう求めた場合、個人または法人がこれを拒否またはた

対応しないことは違法となりました。 

- 資本金増加のための株式または株券の発行、および社債の発行に政府の事前承認を

必要とする規定は削除されました。 

- 証明書または委員会の命令、決定、規則の条件に違反した場合、または遵守しなか

った場合の罰金を、1 日あたり最高 200 ペソから 5,000～2,000,000 ペソに増額され、

その他の罰則も引き上げられました。また、これらの罰則については法人役員や管

理職等の両罰規定が設けられています。 

 

第３ 最後に 

 

フィリピンでは、今年 5月に大統領選挙が行われる予定です。このことは、フィリピンにと

って政権交代への希望の光となっています。これと相次ぐ法改正で外資の参入が容易になり、

特に上記の改正公共サービス法は、外国人投資家にとってフィリピンへの投資を再検討する

良い機会と思われます。引き続き、当事務所のニュースレターにおいてもアップデートをし

ていく予定です。 

 

◆ One Asia Lawyers ◆ 

「One Asia Lawyers」は、日本および ASEAN各国の法律に関するアドバイスを、シームレ

スに、一つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設立された日本で最

初の ASEAN 法務特化型の法律事務所です。当事務所メンバーは、日本および ASEAN 各国

の法律実務に精通した専門家で構成されています。日本および ASEAN 各国にオフィス・メ

ンバーファームを構えることにより、日本を含めた各オフィスから ASEAN 各国の法律を一

括して提供できる体制を整えることに注力しております。 
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 本記事に関するご照会は以下までお願い致します。 

 info@oneasia.legal  

 
＜著 者＞ 

 

難波 泰明 

弁護士法人 One Asia大阪オフィス パートナー弁護士 

国内の中小企業から上場企業まで幅広い業種の企業の、人事労務、紛争解決、知的財産、倒産処理案件な

どの企業法務全般を取り扱う。個人の顧客に対しては、労働紛争、交通事故、離婚、相続等の一般民事事

件から、インターネット投稿の発信者情報開示、裁判員裁判を含む刑事事件まで幅広く対応。その他、建

築瑕疵、追加請負代金請求などの建築紛争、マンション管理に関する理事会、区分所有者からの相談や紛

争案件も対応。行政関係では、大阪市債権管理回収アドバイザーを務めるなど、自治体からの債権管理回

収に関する個別の相談、研修を担当。包括外部監査人補助者も複数年にわたり務め、活用賞を受賞するな

ど、自治体実務、監査業務にも精通している。 

yasuaki.nanba@oneasia.legal 

06-6311-1010 

 栗田 哲郎  

One Asia Lawyers Group代表 

シンガポール・日本・USA/NY州法弁護士 

日本の大手法律事務所に勤務後、シンガポールの大手法律事務所にパートナー弁護士として勤務。その

後、国際法律事務所アジアフォーカスチームのヘッドを務め、2016年 7 月 One Asia Lawyers Group を創

立。シンガポールを中心にクロスボーダーのアジア法務全般（M&A、国際商事仲裁等の紛争解決等）の

アドバイスを提供している。2014年、日本法弁護士として初めてシンガポール司法試験に合格し、シンガ

ポール法のアドバイスも提供している。  

tetsuo.kurita@oneasia.legal  

+65 8183 5114 

 

カインダイ ジェネベス ケイ 

Cainday, Jennebeth Kae 

フィリピン法弁護士 

フィリピンで最大の監査・税務事務所で国際税務の弁護士・アドバイザーとして勤務。多国籍企業に対

し、移転価格、事業再編、税務アドバイザリーサービス等を提供。その後、One Asia Lawyers Group に入

社し、東京を拠点として、フィリピン法のアドバイスを提供している。 

cainday.jennebeth@oneasia.legal  
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